



























リカ政府も,寡占企業間の共同研究開発に対 して,反 トラス ト法 (Antitmst
Act)の適用から除外するという主旨の下に ｢国家共同研究法 (National
CooperativeResearchAct)｣を成立させた｡この一連の動きは,これまで

















る｡一例 として,GM とトヨタの北米合弁事業 ｢NUMMI｣(NewUntied
MotorManufacturinglnc.)においても,競争関係にあるクライスラー社の
強力な反対にもかかわらず,合弁事業の期間を最長12年間にするとか,また
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ことよって,採用企業の製品供給についての決定を損なうことなく,フォー



























































































一,ウォル ト･ディズニーなど,アメリカの映画会社 7社が DVDの統一規
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気に覆す恐れのある DVD を業界の先頭を切って製品化 し,市場投入を図る
ということは到底考えられないことである｡
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表2 主なホーム･ネットワーク規格の概要
グループ エコーネット.コンソーシアム HAVi HomeAPⅠ HomePNA HomeRF ⅠrDA
規 格 ECHONET HAVi HomeRun SWAP(Shared irelessAccessProtocol)ⅠrDAControl
主要メ 東芝 ソニー コンパック . インテル コンパック . ヒ ユ ー レ ツ
- カ 日立製作所 フィリップス コンピュータ jM D コンピュータ ト.パッカー
(幹 事 三菱電機 日立製作所 ハネウエル ⅠBM マイクロソフ ド
会社) 松下電器産業 松下電器産業 インテル コンパック . ト マイクロソフ
シャープ マイクロソフ コンピュータ ⅠBM ト
東芝 ト ヒューレット インテル シャープ
グルンティヒトムソン .マルチメデ ア 三菱電機フィリップス ･パ ッカー ド ヒューレット･パッカー ド
中核 集中制御装置 各機器による パソコン/STB パソコン パソコン 双方向リモコ
機器 (パソコン/マイコン) 分散処理 ンなど
伝送路(家 庭用) 電灯簸 ⅠEEE1394に準拠するネットワーク 伝送路は規定しない 電話線 無線 赤外線通信
ネッ ト 白物 家 電 中心 AV機器 (外 家電製品 .パ パソコンとそ パソコンとそ 家電製品 .パ
T7-9 (AV系とはゲ- 部ネットワ- ソコンとその の周辺機器 の周辺機器 ソコンその周
の対象 トウェイを介 して接続,外部ネットワークとは電話線等 通 じ) ク-の対応はJiniを利用する こ と を検討) 周辺機器 辺機器










































































































































































の経営資源の観点で,比較優位 にある経営資源 を構築 し,提携交渉力 を高め
ることが有力な対抗力 (counteⅣailingpower)になると考えられる｡ また,
これは単 に下位企業のみに適用 される問題ではな く,有力企業 とはいえ,棉



































論文や記事が著 しく増加 しているものの,本研究で取 り上げているテーマと
類似な分析視点はほぼ皆無であった｡
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29) 先発企業の方が規格獲得に有利な立場を占めている点から,先発企業の有
利性を論 じるものとしては,山田英夫 『競争優位の規格戦略』ダイヤモンド

























45) 日経産業新聞編 F市場占有率 (2001年版)』日本経済新聞社,94-95ページ｡
46) 『週間東洋経済』2000年7月1日,36ページ｡
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